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単位：億円 

（構成比：％） 

人件費
2,149

(12.9)

扶助費
5,161

(30.9)

公債費
2,397

(14.4)

経常的
施策経費

及び管理費
1,376

(8.2)

特別会計繰
出金等

2,843
(17.0)

投資的経費
2,774

(16.6)

単位：億円 

（構成比：％） 

市税

6,219

(37.2)

国・府支出金

4,044

（24.2）公債収入

1,330

（8.0）

譲与税・交付金

596

（3.6）

地方交付税

450

（2.7）

地方特例交付金

20

（0.1）

その他

4,041

(24.2)

 資料1 予算規模（一般会計） 
      （平成25年度予算） 

(歳 入)  1兆6,700億円  (歳 出) 1兆6,700億円 

 平成２５年度一般会計予算の規模は、１兆６，７００億円 

 職員数の削減などにより人件費を削減するほか、市政改革プランを踏まえた施策・事業の見直し 

や補助金等の見直しなどの行財政改革の取組みを反映する一方、こども・教育・雇用といった 

現役世代への重点投資や、市民生活の安全・安心の確保など重点的に取り組む施策の推進に必要 

な経費を計上 

（※）その他は、 

繰入金 

使用料・手数料 

諸収入等 
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 資料2 予算規模(他都市比較) 
      （平成25年度予算） 

大阪市の平成25年度の予算は、一般会計、全会計とも政令市の中で最も大きい規模 
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42,914
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5,984
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6,219 

2,701 

1,680 
2,186 

1,705 

2,844 

6,984 

1,085 1,176 1,224 1,224 

4,876 

2,407 

1,296 

2,664 

1,086 

1,966 
1,547 

2,686 

952 
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22 
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個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 その他の税

 資料3 市税(他都市比較） 
      （平成25年度予算） 

 
市税総額は6,219億円で、政令市の中で2番目の規模 

大阪市の個人市民税の市税総額に占める割合は、政令市の中で最も低く、 

法人市民税の市税総額に占める割合は最も高い 

市税税目別構成比（平成25年度予算） 

市税総額 (平成25年度予算) 
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 資料4 歳出構造の推移 
      （平成15～24年度決算、25年度予算） 

 人件費や経常的施策経費等の抑制を図っているものの、 

生活保護費などの扶助費や公債費といった義務的経費が高い伸びを示している 

4,876 4,519 4,195 3,575 3,517 3,130 4,007 3,520 3,303 2,633 
投資的経費

2,774億円

8,585 8,778 8,677 
8,416 8,490 8,501 

8,866 9,370 9,789 
9,600 

義務的経費

9,707億円

4,083 4,170 4,098 
4,026 3,919 4,162 

4,091 3,887 3,825 
3,919 4,219

17,544 17,467 16,970 
16,017 15,926 15,793 

16,964 16,777 16,917 
16,152 16,700
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投資的経費 義務的経費 投資的・義務的経費以外

※ Ｈ24決算は、財政調整基金への移替（1,186億円）を除く 

※ 

歳出の性質別経費の推移(一般会計) 
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 資料5 義務的経費の推移 
      （平成15～24年度決算、25年度予算） 

3,144 3,013 2,853 2,682 2,648 2,455 2,336 2,295 2,305 2,209 2,149

3,404 3,595 3,688
3,741 3,847 3,952 4,350

4,877 5,031 5,052 5,161

2,037 2,170 2,136
1,993 1,995 2,094

2,180

2,198
2,453 2,339 2,397

0

2,000
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6,000

8,000

10,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25予

億円

年度

人件費 扶助費 公債費

 義務的経費の内訳では、扶助費の割合が年々高くなっている 

 一方で、人件費は抑制を図っており、減少を続けている 
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 資料6 市債残高(他都市比較) 
      （平成24年度決算） 
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9,067
6,377 5,149

31,748

22,994

6,813

22,214

5,597

17,322
13,710

24,508

5,111
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9.4 
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 資料7 健全化判断比率（実質公債費比率） 
      （他都市比較）（平成24年度決算） 

 実質公債費比率は、公債費の財政負担の度合いを測る指標であり、18％以上の団体は、 

起債に許可が必要 

 大阪市は、２４年度決算において9.4％と早期健全化基準を大きく下回っており、 

政令市で５番目に低い数値 

25%以上 

早期健全化基準 

18%以上 

起債に要許可 

16%未満 

届出で起債可 

実質公債費率 (平成24年度) 

％ 
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 資料8 健全化判断比率（将来負担比率) 
      （他都市比較）（平成24年度決算） 
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 将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合 

 大阪市は180.8％と早期健全化基準を大きく下回っており、前年度比19.1ポイント改善 

 比率が相対的に高い要因は起債残高が多いためであるが、都市インフラの整備を進めたこ

とによる保有資産が大きいことを示している 

400%以上 

早期健全化基準 

将来負担比率(平成24年度) 

％ 
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 資料9 経常収支比率(他都市比較) 
       （平成24年度決算） 

扶助費の割合が高く、経常収支比率が高い要因となっている 
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経常収支比率 (普通会計・平成24年度) 
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